
東京都台東区集合住宅の建築及び管理に関する条例施行規則の一部を改正する規則 新旧対照表 

改  正  案 現     行 

   東京都台東区集合住宅及び大規模建築物

の建築及び管理に関する条例施行規則 

   東京都台東区集合住宅の建築及び管理に

関する条例施行規則 

（趣 旨） （趣 旨） 

第１条 この規則は、東京都台東区集合住宅及

び大規模建築物の建築及び管理に関する条例

（平成１７年３月台東区条例第３号。以下

「条例」という。）の施行について、必要な

事項を定めるものとする。 

第１条 この規則は、東京都台東区集合住宅の

建築及び管理に関する条例（平成１７年３月

台東区条例第３号。以下「条例」という。）

の施行について、必要な事項を定めるものと

する。 

  

（大規模建築物及び複合建築物の規模等）  

第２条の２ 条例第２条第２号及び第３号に規

定する規則で定める規模は、床面積が２００

平方メートルとする。 

（新設） 

２ 条例第２条第２号ウに規定する規則で定め

る公益施設は、次に掲げるものとする。 

(１) 学校教育法（昭和２２年法律第２６

号）第１条に規定する学校 

(２) 医療法（昭和２３年法律第２０５号）

第１条の５に規定する病院 

(３) 宗教法人法（昭和２６年法律第１２６

号）第４条第２項に規定する宗教法人が建

築する同法第３条に規定する境内建物 

(４) 駅舎 

(５) 前各号に掲げるもののほか、区長が公

益上やむを得ないとして認めるもの 

 

  

（建築計画書の様式等） （建築計画書の様式等） 

第５条 条例第６条第１項に規定する規則で定

める建築計画書（以下「計画書」という。）

の様式は、集合住宅にあっては第１号様式、

大規模建築物にあっては第１号の２様式、複

合建築物にあっては第１号の３様式による。 

第５条 条例第６条第１項に規定する規則で定

める建築計画書（以下「計画書」という。）

の様式は、第１号様式による。 

２ 計画書には、次に掲げる書類を添付するも

のとする。ただし、当該計画書の内容によ

り、添付の必要がないと区長が認めるとき

は、添付する書類の一部を省略することがで

きる。 

２ 計画書には、次に掲げる事項を明示した図

面を添付するものとする。ただし、当該計画

書の内容により、添付の必要がないと区長が

認めるときは、添付する図面の一部を省略す

ることができる。 



(１)及び(２) （略） 

(３) 各階平面図（防災備蓄倉庫、管理人

室、集会室、住戸の間取り及び床面積の求

積に必要な建築物の各部分の寸法を表示す

ること。） 

(４)及び(５) （略） 

(６) 東京都台東区まちづくりに係る総合的

な条例（令和８年３月台東区条例第１号）

第３２条第１項の規定による通知に係る書

面（同条例第２９条第７項に規定する建築

構想に対する確認又は同条例第３０条第６

項に規定する建築計画に対する協議を行っ

た集合住宅等の建築をしようとする建築主

に限る。） 

(７) その他区長が必要と認める書類 

(１)及び(２) （略） 

(３) 各階平面図（管理人室、集会室、住戸

の間取り及び床面積の求積に必要な建築物

の各部分の寸法を表示すること。） 

 

(４)及び(５) （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

(６) その他区長が必要と認める事項 

  

（駐車施設の設置基準） （駐車施設の設置基準） 

第７条 条例第９条第１項に規定する自動車の

駐車のための施設は、下宿等の用途に供する

部分のためのものとし、少なくとも１台の駐

車区画を、幅３．５メートル以上、奥行き６

メートル以上とするものとする。 

第７条 条例第９条第１項に規定する自動車の

駐車のための施設は、少なくとも１台の駐車

区画を、幅３．５メートル以上、奥行き６メ

ートル以上とするものとする。 

２ 条例第９条第１項に規定する自動二輪車及

び原動機付自転車の駐車のための施設（以下

「バイク駐車場」という。）は、下宿等の用

途に供する部分のためのものとし、当該集合

住宅又は複合建築物の住戸の総戸数（以下

「総戸数」という。）の２０分の１に相当す

る数（１未満の端数があるときは、これを切

り捨てる。）以上の台数の自動二輪車及び原

動機付自転車を駐車させることができる平置

き式の構造とし、１台の駐車区画を、幅０．

７メートル以上、奥行き２メートル以上とす

るものとする。 

２ 条例第９条第１項に規定する自動二輪車及

び原動機付自転車の駐車のための施設は、当

該集合住宅の住戸の総戸数（以下「総戸数」

という。）の２０分の１に相当する数（１未

満の端数があるときは、これを切り捨て

る。）以上の台数の自動二輪車及び原動機付

自転車を駐車させることができる構造とし、

１台の駐車区画を、幅０．７メートル以上、

奥行き２メートル以上とするものとする。 

３ 条例第９条第２項に規定する自転車の駐車

のための施設（以下「自転車駐車場」とい

う。）は、下宿等の用途に供する部分のため

のものとし、総戸数と同数以上の台数の自転

車を駐車させることができる構造とするもの

とする。この場合において、建築主がバイク

３ 条例第９条第２項に規定する自転車の駐車

のための施設（以下「自転車駐車場」とい

う。）は、総戸数と同数以上の台数の自転車

を駐車させることができる構造とするものと

する。この場合において、建築主が自動二輪

車又は原動機付自転車の駐車のための施設を



駐車場を設置したときは、当該バイク駐車場

の駐車台数を自転車駐車場の駐車台数として

計算するものとする。 

設置したときは、当該施設の駐車台数を自転

車駐車場の駐車台数として計算するものとす

る。 

４ 前項の自転車駐車場のうち、専用面積が５

０平方メートル以上の住戸の戸数の５分の１

に相当する数（その数が０を超え１未満のと

きは１とし、その数に１未満の端数が生じた

ときは、これを切り捨てる。）以上の台数は

平置き式の構造とし、１台の駐車区画を、幅

０．７メートル以上、奥行き２メートル以上

とするものとする。この場合において、前項

後段の規定は、適用しない。 

（新設） 

５ 条例第９条第３項に規定する自転車駐車場

は、下宿等以外の用途に供する部分のための

ものとし、別表第１の左欄に掲げる用途であ

って、同表の中欄に掲げる床面積にあたる大

規模建築物又は複合建築物について、同表の

右欄に掲げる駐車台数により算定した台数以

上の台数の自転車を駐車させることができる

構造とするものとする。この場合において、

当該自転車駐車場は、当該建築物の敷地内又

は敷地から概ね５０メートル以内の場所に設

置するものとする。 

（新設） 

６ 複合建築物にあっては、前３項の規定に基

づき、自転車駐車場をそれぞれ設置するもの

とする。 

（新設） 

  

（廃棄物保管場所の設置基準） （廃棄物保管場所の設置基準） 

第８条 （略） 第８条 （略） 

２ 複合建築物を建築しようとする建築主は、

条例第１０条に規定する廃棄物保管場所を、

下宿等の用途に供する部分及び下宿等以外の

用途に供する部分（当該下宿等以外の用途に

供する部分の床面積の合計が１,０００平方メ

ートル以上の場合に限る。）にそれぞれ設置

するものとする。 

（新設） 

  

（空地の確保に関する基準） （空地の確保に関する基準） 

第９条 建築主は、条例第１１条に規定する空

地を別表第２に定めるところにより確保する

第９条 建築主は、条例第１１条に規定する空

地を別表に定めるところにより確保するもの



ものとする。 とする。 

  

（集会室の設置に関する基準） （集会室の設置に関する基準） 

第１０条 （略） 第１０条 （略） 

２ 前項に規定する集会室は、下宿等の用途に

供する部分のためのものとする。 

（新設） 

  

（宅配ボックスの設置基準） （省エネルギー対策に関する基準） 

第１２条 条例第１４条に規定する宅配ボック

スは、下宿等の用途に供する部分のためのも

のとし、総戸数の１０分の１に相当する数

（１未満の端数があるときは、これを切り捨

てる。）以上を設置するものとする。 

第１２条 条例第１４条に規定する外壁、窓等

を通しての熱の損失の防止のための措置は、

次に掲げるものとする。 

（削除） (１) 外壁には、厚さが２０ミリメートル以

上の吹付け硬質ウレタンフォーム断熱材そ

の他これに相当する断熱性能を有する断熱

材を使用すること。 

（削除） (２) 屋根には、厚さが５０ミリメートル以

上のポリスチレンフォーム板その他これに

相当する断熱性能を有する断熱材を使用す

ること。 

（削除） (３) 窓には、ガラス単板入り建具の二重構

造又はガラス単板２枚使用建具若しくは複

層ガラス入り建具その他これに相当する断

熱性能を有する建具を使用すること。 

  

（防災備蓄倉庫の設置基準）  

第１２条の２ 条例第１４条の２に規定する防

災備蓄倉庫は、次の各号に掲げる区分に応

じ、それぞれ当該各号に定めるものとする。 

（新設） 

(１) 総戸数が１５以上５０未満の集合住宅

又は複合建築物 下宿等の用途に供する部

分のためのもので、面積が３平方メートル

以上のもの 

 

(２) 総戸数が５０以上の集合住宅又は複合

建築物 下宿等の用途に供する部分のため

のもので、面積が５平方メートル以上のも

の 

 

(３) 大規模建築物又は複合建築物 下宿等  



以外の用途に供する部分のためのもので、

当該建築物内の事業所の想定される従業員

の数に０．０２平方メートルを乗じた面積

以上（１平方メートルに満たない場合は、

１平方メートル以上とする。）のもの 

２ 複合建築物にあっては、前項各号の規定に

基づき、防災備蓄倉庫をそれぞれ設置するも

のとする。 

 

  

（バリアフリーに配慮した住戸の設置） （高齢者の利用に配慮した住戸の設置） 

第１３条 条例第１６条に規定する規則で定め

るバリアフリーに配慮した措置は、次に掲げ

るものとする。 

第１３条 条例第１６条第２号に規定する規則

で定める高齢者の利用に配慮した措置は、次

に掲げるものとする。 

(１)～(４) （略） (１)～(４) （略） 

(５) 管理人への連絡のための通報設備を設

置すること。 

（新設） 

  

（家族向け住戸の設置） （家族向け住戸の設置） 

第１４条 条例第１７条ただし書に規定するや

むを得ない理由は、法第１８条第２項又は第

４項に規定する計画の通知に係る集合住宅又

は複合建築物で区長が公益上必要と認めるも

の又は次の各号のいずれかの用途に供する集

合住宅又は複合建築物（次の各号に掲げる用

途以外の用途（下宿等の用途に供する部分に

係るものに限る。）に供する部分を有するも

のを除く。）を建築する場合をいう。 

第１４条 条例第１７条ただし書に規定するや

むを得ない理由は、法第１８条第２項に規定

する国の機関の長等が建築する集合住宅で区

長が公益上必要と認めるもの又は次の各号の

いずれかの用途に供する集合住宅（次の各号

に掲げる用途以外の用途（集合住宅に係るも

のに限る。）に供する部分を有するものを除

く。）を建築する場合をいう。 

(１)～(５) （略） (１)～(５) （略） 

２ 前項各号に掲げる用途に供する集合住宅又

は複合建築物で、同項各号に掲げる用途以外

の用途（下宿等の用途に供する部分に係るも

のに限る。）に供する部分を有するものにつ

いて条例第１７条の規定を適用する場合に

は、同条及び条例別表の集合住宅又は複合建

築物の総戸数には、同項各号に掲げる用途に

供する部分に係る住戸の数は算入しないもの

とする。 

２ 前項各号に掲げる用途に供する集合住宅

で、同項各号に掲げる用途以外の用途（集合

住宅に係るものに限る。）に供する部分を有

するものについて条例第１７条の規定を適用

する場合には、同条及び条例別表の集合住宅

の総戸数には、同項各号に掲げる用途に供す

る部分に係る住戸の数は算入しないものとす

る。 

  

（管理人室の設置基準） （管理人室の設置基準） 



第１５条 （略） 第１５条 （略） 

２ 前項に規定する管理人室は、下宿等の用途

に供する部分のためのものとする。 

（新設） 

  

（管理に関する基準） （管理に関する基準） 

第１６条 所有者は、条例第１９条第１項に規

定する表示板に次に掲げる事項を記載し、主

に使用する出入口等外部から見やすい場所に

設置するものとする。この場合において、複

合建築物については、同項に規定する表示板

を下宿等の用途に供する部分及び下宿等以外

の用途に供する部分にそれぞれ設置するもの

とする。 

第１６条 所有者は、条例第１９条第１項に規

定する表示板に次に掲げる事項を記載し、主

に使用する出入口等外部から見やすい場所に

設置するものとする。 

(１)及び(２) （略） (１)及び(２) （略） 

(３) 管理人の駐在時間（下宿等の用途に供

する部分に限る。） 

(３) 管理人の駐在時間 

(４) （略） (４) （略） 

２及び３ （略） ２及び３ （略） 

  

（町会等への加入に関する協力） （町会等への加入に関する協力） 

第１６条の２ （略） 第１６条の２ （略） 

(１) 町会又は自治会への加入について、必

要な情報を当該建築物の入居者に周知する

こと。 

(１) 町会又は自治会への加入について、必

要な情報を当該集合住宅の入居者に周知す

ること。 

(２) （略） (２) （略） 

  

（工事の完了の届出等） （工事の完了の届出等） 

第１７条 条例第２０条第１項の規定による届

出は、集合住宅にあっては第３号様式、大規

模建築物にあっては第３号の２様式、複合建

築物にあっては第３号の３様式により行うも

のとする。 

第１７条 条例第２０条第１項の規定による届

出は、第３号様式により行うものとする。 

２ （略） ２ （略） 

  

別表第１（第７条関係）  

用途 床面積 駐車台数 

小売店又は

飲食店 

４００平方

メートル以

上 

有効店舗面

積２０平方

メートルご

とに１台 

（新設） 



銀行その他

の金融機関 

５００平方

メートル以

上 

有効店舗面

積２５平方

メートルご

とに１台 

遊技場 ３００平方

メートル以

上 

有効店舗面

積１５平方

メートルご

とに１台 

 備考 

１ この表において「有効店舗面積」と

は、当該用途の営業を行うための店舗の

用に供される床面積をいう。 

２ 駐車台数に１未満の端数があるとき

は、これを切り捨てる。 

  

別表第２（第９条関係） 別表（第９条関係） 

（略） 
 

（略） 
 

  

第１号様式 （別添のとおり） 第１号様式 （別添のとおり） 

第１号の２様式 （別添のとおり） （新設） 

第１号の３様式 （別添のとおり） （新設） 

第２号様式 （別添のとおり） 第２号様式 （別添のとおり） 

第３号様式 （別添のとおり） 第３号様式 （別添のとおり） 

第３号の２様式 （別添のとおり） （新設） 

第３号の３様式 （別添のとおり） （新設） 

第４号様式 （別添のとおり） 第４号様式 （別添のとおり） 

   付 則 

１ この規則は、令和８年１０月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の東京都台東区集合住宅及び大規模建築物の建築及び管理に関する条例施

行規則の規定は、この規則の施行の日以後に行われる東京都台東区集合住宅及び大規模建築物の建

築及び管理に関する条例(平成１７年３月台東区条例第３号)第６条第１項又は第２項に規定する届

出に係る集合住宅等について適用する。 

３ この規則施行の際、この規則による改正前の東京都台東区集合住宅の建築及び管理に関する条例

施行規則の様式による用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができ

る。 


